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④今後の課題と展望 

 海外経済は、中東情勢の緊迫化を受けて、原油価格が大幅に上昇するなど、先行きの不確実性が

高まっており、今後の動向には注意が必要ですが、全体としては、成長経路に戻っていくとみられ

ます。 

わが国経済は、海外経済が成長経路に戻る中で、政府の経済対策や緩和的な金融環境などにも支

えられて緩やかな成長を続けるものと見込まれます。県内経済についても、引続き観光需要に支え

られて、回復基調が継続するものとみられます。 

令和 8年度は、中期経営計画“新たな未来を拓く 3か年計画”の仕上げの年です。同計画の目玉

は「変革」です。「金利のある世界」に入って、金融機関間の競争が一段と激しくなっているほか、

「企業価値担保権」「新リース会計基準」の登場や「地域金融力の発揮」など、金融機関経営を取

り巻く環境は年々変化を続けており、当金庫もさらなる「変革」を求められています。前年度に引

き続き、道半ばである業務改革の成果を挙げるとともに、当金庫の持続可能な安定経営に向けて、

預金量 3,000億円、融資量 2,000億円の早期達成を目指して取組みます。さらに、新たな課題に対

しても積極的にチャレンジしていきます。 

    また、法令等遵守態勢の確立および内部管理態勢の充実・強化については、引続き信用金庫経

営における最重要課題と位置付け、取組んで参ります。 

 

(2)内部統制システムの運用状況の概要 

    当金庫は、信用金庫法第 36条第 5項第 5号「理事の職務の執行が法令および定款に適合するこ

とを確保するための体制」および同法施行規則第 23 条 4号「職員の職務の執行が法令および定款

に適合することを確保するための体制」の規定に基づき、内部管理基本方針を理事会の決議によ

り制定しています。その運用状況の概要は、次のとおりです。 

 

   ①理事および職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

    （イ） 「信用金庫行動綱領」とこれに基づく「法令等遵守方針」および「法令等遵守規程」を

定めるとともに、役職員が遵守すべき法令等の解説、違法行為を発見した場合の対処方法

等を具体的に示した手引書である「コンプライアンス・マニュアル」およびコンプライア

ンスを実現させるための具体的な実践計画を記した「コンプライアンス・プログラム」を

制定しています。コンプライアンス委員会は、原則として、毎月開催しています。 

    （ロ） 「公益通報者保護管理規程」に基づき、コンプライアンス上疑義のある行為等を知った

場合に、所属部店の上司を介さず、直接リスク統括部に報告することができるコンプライ

アンス相談・通報窓口「ホットライン」を設置しています。 

    （ハ） 監査部は、法令等遵守態勢の有効性および適切性について監査を行い、その結果を理事

会等に報告するとともに、必要に応じて被監査部門および関係部署に改善を指示し、その

改善状況を検証しています。 

   ②理事の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

    （イ） 「文書取扱規程」に基づき、文書（電磁的記録を含む。）の整理保管、保存期限および

廃棄ルール等を定め、保存および管理しています。 

    （ロ） 理事会、常勤会および各委員会の議事録は、「理事会規程」、「常勤会規程」および「各

委員会規程」に基づき作成し、保存および管理しています。 

   ③損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

    （イ） リスク管理の基本規程として「統合的リスク管理の基本方針」を制定しており、金庫全

体のリスクを一元的に管理するリスク統括部を設置しています。また、自然災害・事故等

の危機発生時の対応のため、「コンティンジェンシー・プラン」を制定しています。 

    （ロ） リスク管理委員会を原則として 4 月、7 月、10 月、1 月に開催し、金庫に内包するリス

クを的確に把握・管理・審議し、リスクの状況を定期的または必要に応じて常勤会および

理事会に報告しています。また、特に経営に重大な影響を与える事案については、常勤会

および理事会に付議・報告しています。 

    （ハ） 監査部は、統合的リスク管理態勢の有効性および適切性について監査を行い、その結果

を常勤会および理事会に報告するとともに、必要に応じて被監査部門および関係部署に改

善を指示し、その改善状況を検証しています。 
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   ④理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    （イ） 理事会を毎月開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、金庫の経営方針および業務戦

略にかかわる重要な事項については、あらかじめ常勤会において議論を行い、その審議を

経て執行決定を行っています。 

 

   ⑤監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関する事項およ

び監事の職務を補助すべき職員の理事からの独立性に関する事項 

    （イ） 監事が補助すべき職員の配置を求めた場合の対応および補助職員の独立性および指示

の実効性については、「内部管理基本方針」および「監事監査基準」に詳細に定めており、

それぞれの項目について、十分に確保されています。 

  

   ⑥理事および職員が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に関する体制および監事

への報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制、その他監

事の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

    （イ） 監事への報告体制等については、「内部管理基本方針」および「監事監査基準」に詳細

に定めており、それぞれの体制等について、十分に確保されています。 

以 上 
 

 

 

（3）事業成績の推移 
 

令和 ４ 年度 令和 ５ 年度 令和 ６ 年度 令和 ７ 年度

242,871 246,603 252,714 260,699

定 期 預 金
103,514 104,327 109,485 113,627

定 期 積 金
6,244 6,019 5,569 5,120

そ の 他
133,112 136,257 137,658 141,951

168,820 174,714 173,231 185,241

会 員
150,815 153,163 155,237 161,774

会 員 外
18,005 21,551 17,993 23,467

28,313 28,708 26,423 24,931

国 債
8,417 9,630 9,062 9,513

そ の 他
19,895 19,077 17,360 15,418

275,860 266,697 271,735 278,732

370,203 391,042 425,706 448,754

－ － － －

727,967 1,163,950 1,123,521 1,049,216

区 分

預 金 積 金

総 資 産

貸 出 金

有 価 証 券

当 期 純 利 益
728,237815,898918,255488,007

経 常 利 益

内国為替取扱高

外国為替取扱高

百万円 百万円 百万円 百万円

千ドル

千円

千ドル千ドル

千円千円

千ドル

千円

  
 （注）１．金額は単位未満を切り捨てて表示しております（以下の各表についても同様です）。 

２．預金積金、貸出金、有価証券及び総資産は年度末残高。 

 

（4）決算期後に生じた当庫の状況に関する重要な事実 

該当なし 
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２．当 庫 の 現 況 
 
（1）出資金の推移 
 

前　　年　　度　　末 当　　年　　度　　末

1,001 1,003

普 通 出 資 金
1,001 1,003

優 先 出 資 金
0 0

出 資 金

区 分

百万円 百万円

 
 

（2）出資金の状況（当年度末現在） 

イ．普通出資 

   普通出資 1 口の金額         5 円 

   普通出資者の出資の最低限度額  5,000 円 
 

区　　　分 出　　資　　者　　数 出　　資　　金　　額 処　分　未　済　持　分

個　　　人
24,277 802

法　　　人
3,063 201

合　　　計
27,340 1,003 0

百万円

百万円

  
  

 

ロ．優先出資 

   優先出資 1 口の金額          5 円 

   優先出資の総口数の最高限度 90,000,000 口 

   発行済優先出資の総口数              ― 口 

 

 

 
 
（3）役員の状況 
 

イ．役員数 

    定款に定める理事数   8 人以内 

    定款に定める監事数   3 人以内 
 

区　　　　　分 前　　年　　度　　末 当　　年　　度　　末

理　　　　　　　事 8 人 7 人

（うち非常勤） （ 2 ) ( 1 )

監　　　　　　　事 3 3
（うち非常勤） （ 2 ) ( 2 )

合　　　　　　　計 11 10
（うち非常勤） （ 4 ) ( 3 )
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ロ．理事及び監事（当年度末現在） 
 

役　　　名 氏　　　名 就任年月日
任期満了
年月日

代表･非代表
の別

常勤･非常勤
の別

担当部門又は主な職業

理事長 喜友名　勇 R5.6.23
令和９年通
常総代会終
結時

代表 常勤 監査部

専務 前屋　誠 R1.6.21
令和９年通
常総代会終
結時

代表 常勤
リスク統括部・
事務部・企業支援部・
融資部

常務 名嘉山　盛勝 R7.6.27
令和９年通
常総代会終
結時

代表 常勤
総務部・総合企画部
・総合企画部長委嘱

理事 城間　力 H29.6.27
令和９年通
常総代会終
結時

非代表 常勤 監査部長委嘱

理事 仲座　克啓 R7.6.27
令和９年通
常総代会終
結時

非代表 常勤 総務部長委嘱

理事 清水　正人 R7.6.27
令和９年通
常総代会終
結時

非代表 常勤 融資部長委嘱

理事 上里　幸俊 R3.6.25
令和９年通
常総代会終
結時

非代表 非常勤

監事 座間味　功 R3.6.25
令和９年通
常総代会終
結時

非代表 常勤

監事 福　弘則 R5.6.23
令和９年通
常総代会終
結時

非代表 非常勤

監事 金城　唯博 H29.6.27
令和９年通
常総代会終
結時

非代表 非常勤

  
 

 （注）○印で囲み表示しております監事は、信用金庫法第 32 条第 5 項に規定する者（員外監事）であります。 
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（4）職員の状況 
 

前　年　度　末 当　年　度　末

212  214  

38歳　　　  2月　 37歳　　　  6月　

14年　  　  3月　 13年　  　  7月　

305  319  

平 均 年 齢

平 均 勤 続 年 数

平 均 給 与 月 額

区 分

職 員 数

千円

人人

千円

  
  

（注）１.平均年齢、平均勤続年数および平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。 

   ２.職員数には、契約職員、パートおよび被出向の職員は含めておりません。 

   ３.平均給与月額は、賞与を除く 3 月中の平均給与月額であります。 

 

（5）事務所等の状況 
 

イ．事務所数 
 

区　　　　　分

店 ( うち出張所 ) 店 ( うち出張所 )

( 1 ) ( 1 )

南部地区 6 ( ) 6 ( )

北部地区 1 ( ) 1 ( )

合　　　　　計 20 ( 1 ) 20 ( 1 )

店 舗 外 現 金 自 動 設 備 7 7

当　　年　　度　　末前　　年　　度　　末

13 13
中部地区

  
 

 

 

ロ．当年度の事務所の開設・廃止状況 
 

事　務　所　名 開設・廃止年月日 所　　　　在　　　　地 備　　　　考

該当なし

  
  

 

 

 

ハ．信用金庫代理業者の一覧 
 

氏名又は名称 主たる営業所又は事務所の所在地 信用金庫代理業以外の主要業務

   該当なし

  
  

 

 

 

 

 

 

 

６ 



ニ．信用金庫が営む銀行代理業等の状況 
 

所属金融機関の商号又は名称

　　信金中央金庫

  
  

 

 

ホ．当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開設・廃止状況 
 

信用金庫
代理業者名

営業所又は
事務所名

開設・廃止年月日 所　　　　在　　　　地 備　　　　考

該当なし

  
  

 

 

（6）重要な子会社等（当年度末現在） 
 

会　社　名 所　　在　　地 主要業務内容 設立年月日 資　本　金 当庫議決権比率 その他

該当なし
  

  
 

   

   

百万円 ％

  
 

重要な業務提携の概況 

１．都市銀行、地方銀行、第二地方銀行協会加盟銀行、信用組合、信漁連、系統農協、労働金庫との提携により、ＡＴＭの相

互利用による現金自動引出しのサービスを行っております。 

２．沖縄県労働金庫との業務提携により、ＡＴＭの相互利用による現金自動引出し（手数料の無料化）および預入のサービス

を行っております。 

３．ゆうちょ銀行との業務提携により、ＡＴＭの相互利用による現金自動引出しおよび預入のサービスを行っております。 

４．全国の信用金庫との業務提携により、ＡＴＭの相互利用による現金自動引出しおよび預入のサービス（略称しんきんゼロ

ネットキャッシュサービス）を行っております。  

５．イオン銀行との業務提携により、ＡＴＭ相互利用時の引出し手数料および預入手数料の無料化を行っております。 

６．ローソン銀行との業務提携により、ＡＴＭ相互利用時の引出し手数料および預入手数料の無料化を行っております。 

 

 

（7）預金等総額の状況 
 

区　　　　　分 当　年　度　開　始　時 翌　年　度　開　始　時

預　金　等　総　額  2,527  2,606
億円 億円

  
  

 

３．そ の 他 
 

 該当なし 
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別紙様式第 2号（第 25 条第 1 項関係） 
 





貸借対照表の注記 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有価証券の評価は次のとおりです。 

満期保有目的の債券 ： 移動平均法による償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの  ： 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（売却原価は主として移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等  ： 移動平均法による原価法又は償却原価法 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物  ２年～５０年 

その他 ２年～２０年 

４．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金

庫内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

５．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐

用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあ

るものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

６．外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと

同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている

直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上して

おります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下

「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込

額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店及び融資部が資産査定を実施し、当該部署から独立した

自己査定監査委員会が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による

回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は 154

百万円であります。 

８．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属

する額を計上しております。 

９．退職給付引当金（前払年金費用）は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

事業年度までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計

算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。 

数理計算上の差異  各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として１０年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理 

  なお、当事業年度末日では、退職給付債務から未認識数理計算上の差異等を控除した金額を年金資産が超過する 

状態のため当該超過額を前払年金費用に計上しております。 

また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入

しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への

拠出額を退職給付費用として処理しております。 

なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関す

る補足説明は次のとおりであります。 

①  制度全体の積立状況に関する事項（令和 7 年 3 月 31 日現在） 

年金資産の額          1,796,855 百万円 

年金財政計算上の数理債務の額 

と最低責任準備金の額との合計額 1,828,746 百万円 

差引額              △31,890 百万円 

② 制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和 7 年 3 月分） 

 0.1757％ 

 ③ 補足説明 

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 127,306 百万円及び別途積立金 95,415

百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間 14 年 7 カ月の元利均等定率償却であり、当金

庫は、当事業年度の財務諸表上、特別掛金 35 百万円を費用処理しております。 

なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、

上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。 

 



１０．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額の

うち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

１１．偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しており

ます。 

１２．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した睡眠預金について、預金者からの払戻請求による支払いに備

えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。 

１３．固定資産に係る控除対象外消費税等は「その他資産」に計上し、5 年間で均等償却を行っております。 

１４．会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸

表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

貸倒引当金   1,280 百万円 

貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として７．に記載しております。 

主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定に

おける貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。 

なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る財

務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

１５．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額   90 百万円 

１６. 有形固定資産の減価償却累計額                  2,370 百万円           

１７．信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、 

   債権は、貸借対照表の貸出金、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額  991 百万円 

危険債権額              2,160 百万円 

三月以上延滞債権額            82 百万円 

貸出条件緩和債権額           192 百万円 

小計額                3,425 百万円 

正常債権額             183,461 百万円 

合計額               186,887 百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により

経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権

の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないも

のであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権

及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本

の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、

危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産更生債権及びこれらに準ずる債

権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権以外のものに区分される債権であります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

１８．ローン・パーティシペーションで、移管指針第 1 号「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（令

和 6 年 7 月 1 日）に基づいて、参加者に売却したものとして会計処理した貸出金の元本の事業年度末残高の総額

は、196 百万円であります。 

１９．手形割引は、日本公認会計士協会業種別監査委員会実務指針第 24 号に基づき金融取引として処理しております。

これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は 37 百万円であります。 

２０．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券     204 百万円 

預け金    7,120 百万円 

その他の資産  5 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金       55 百万円   

借入金    4,038 百万円 

２１．出資１口当たりの純資産額   56 円 11 銭   

 

 

 

 

 

 



２２．金融商品の状況に関する事項 

（1） 金融商品に対する取組方針 

当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。 

このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）をしており

ます。 

（2） 金融商品の内容及びそのリスク 

当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。 

また、有価証券は、主に債券であり、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。 

これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。 

一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。 

また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。 

（3） 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当金庫は、貸出事務取扱規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごと

の与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制  

を整備し運営しております。 

これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣によるリスク管理委員

会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。 

さらに、与信管理の状況については、融資部がチェックしております。 

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総合企画部において、信用情報や時価の把握を定期的に行う

ことで管理しています。 

② 市場リスクの管理 

(ⅰ) 金利リスクの管理 

当金庫は、ＡＬＭ管理システムや証券管理システムによって金利の変動リスクを管理しております。 

日常的にはリスク統括部および総合企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、金

利感応度分析等によりモニタリングを行い、四半期ベースでリスク管理委員会において協議し、理事会に報

告しております。 

(ⅱ) 価格変動リスクの管理 

有価証券を含む市場商品の運用については、有価証券・預け金運用計画に従い行われております。 

市場商品の購入にあたっては、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価

格変動リスクの軽減を図っております。 

これらの情報は定期的にリスク管理委員会において協議し、理事会へ報告されております。 

（ⅲ） 市場リスクに係る定量的情報 

当金庫では、「貸出金」、「非上場株式を除く有価証券」、「預け金」、「預金積金」、「借用金」の市

場リスク量をＶａＲにより月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内になるよう管理してお

ります。 

当金庫のＶａＲは分散共分散法（保有期間 1 年、信頼区間 99.9％、観測期間 5 年）により算出しており、

令和 8 年 3 月 31 日（当事業年度の決算日）現在で当金庫の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で 1,913

百万円です。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当金庫は、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長

短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。 

（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、

当該価額が異なることもあります。 

なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２３．金融商品の時価等に関する事項 

令和 8 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の評

価技法（算定方法）については（注１）参照）。 

なお、市場価格のない信金中金出資金（普通出資）、非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参

照）。 

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。 

                                                            （単位：百万円） 

 貸借対照表 
計 上 額 

時 価 差 額 

(1) 預け金 ５６，５７８ ５６，６０９ ３０ 

(2) 買入金銭債権 ３２ ３２ △０ 

(3) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

   その他有価証券 

２４，７８１ 

― 

２４，７８１ 

２４，７８１ 

― 

２４，７８１ 

― 

― 

― 

(4) 貸出金 

   貸倒引当金（＊１） 

 

１８５，２４１ 

△１，２８０ 
  

１８３，９６１ １８４，９３５ ９７３ 

金融資産計 ２６５，３５２ ２６６，３５７ １，００３ 

（1）預金積み金 ２６０，６９９ ２６０，２２８ △４７０ 

(2) 借用金 ４，０３８ ３，６２６ △４１１ 

金融負債計 ２６４，７３７ ２６３，８５５ △８８２ 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（注１）金融商品の時価等の算定方法 

金融資産 

（1）預け金 

    満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま 

す。満期のある預け金については、市場金利（ＳＰＯＴレート）で割り引いた現在価値を時価に代わる金額と 

     して記載しております。 

（2）買入金銭債権 

    市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価格。 

（3）有価証券 

    株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信

託は、取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。 

（4）貸出金 

貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する 

方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。 

①  破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債

権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金

計上額」という。） 

②  ①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額 

③  ①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金 

利（ＳＰＯＴレート）で割り引いた価格 

金融負債 

（1）預金積金 

    要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、

定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、

その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。その割引率は、市場金利（ＳＰＯＴレート）を用

いております。 

（2）借用金 

    借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当金庫の信用状態は実行後大き

く異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としてお

ります。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を市場金利（ＳＰＯ

Ｔレート）で割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。 

 

 

 



（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金のうち主なものの貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の

時価情報には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分 貸借対照表計上額 

非上場株式（＊１） １４０ 

信金中金出資金（普通出資）（＊１） １，０８６ 

組合出資金（＊２） ９ 

合  計 １，２３６ 

（＊１）非上場株式及び信金中金出資金（普通出資）については、企業会計基準適用指針第 19 号「金融商品の時価

等の開示に関する適用指針」（令和６年９月１３日）第 5 項に基づき時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２）組合出資金については、企業会計基準適用指針第 31 号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和

３年６月 17 日）第 24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

        （単位：百万円）    

 
１年以内 

１年超 

５年以内 

５年超 

１０年以内 
１０年超 

預け金 

有価証券 

満期保有目的の債券 

その他有価証券のう 

ち満期があるもの 

貸出金（＊） 

５６，５７８ 

５３４ 

― 

５３４ 

 

２１，５７３ 

― 

８，０１４ 

― 

８，０１４ 

 

４０，２７６ 

― 

１０，３５０ 

― 

１０，３５０ 

 

３２，５９０ 

― 

６，６００ 

― 

６，６００ 

 

６０，３１３ 

合 計 ７８，６８５ ４８，２９０ ４２，９４０ ６６，９１３ 

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めないもの、期

間の定めがないものは含めておりません。 

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

                                                （単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 

５年以内 

５年超 

１０年以内 
１０年超 

預金積金（＊） 

借用金 

２５１，９２０ 

４２６ 

８，２５５ 

１，３９５ 

５３ 

１，２２８ 

４７１ 

９８７ 

合 計 ２５２，３４６ ９，６５０ １，２８１ １，４５８ 

（＊）預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めております。 

２４．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、

「その他の証券」が含まれております。以下、２６．まで同様であります。 

その他有価証券                                     （単位：百万円） 

 種類 貸借対照表

計上額 

取得原価 差額 

貸借対照

表計上額

が取得原

価を超え

るもの 

債券 

 国債 

 地方債 

 社債 

３１１ 

― 

３１１ 

― 

３００ 

― 

３００ 

― 

１１ 

― 

１１ 

― 

その他 ８１４ ６４４ １７０ 

小計 １，１２６ ９４４ １８２ 

貸借対照

表計上額

が取得原

価を超え

ないもの 

債券 

国債 

地方債 

社債 

２２，１５７ 

９，５１３ 

７，４５９ 

５，１８４ 

２５，２４０ 

１１，１００ 

８，３１３ 

５，８２６ 

△３，０８３ 

△１，５８７ 

△８５４ 

△６４１ 

その他 １，４９７ １，６８０ △１８２ 

小計 ２３，６５５ ２６，９２０ △３，２６５ 

合計 ２４，７８１ ２７，８６４ △３，０８３ 

２５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当なし 

 



２６．当事業年度中に売却したその他有価証券 

                                                    （単位：百万円） 

 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

債券 

 国債 

 地方債 

 社債 

４０４ 

４０４ 

― 

― 

５ 

５ 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

その他 ８４２ ５０ ６２ 

合計 １，２４６ ５５ ６２ 

２７．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、19,833 百万円であります。このうち契約残存期間が 1 年以内のも

のが 8,864 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず

しも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融

情勢の変化、債権の保全、及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて

不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況

等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

２８．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産 

貸倒引当金             201 百万円 

一般貸倒引当金限度超過      46 百万円 

賞与引当金             31 百万円 

役員退職慰労引当金         22 百万円 

偶発損失引当金          12 百万円 

未払事業税            20 百万円 

その他              23 百万円 

その他有価証券評価差額金    861 百万円 

繰延税金資産小計         1,220 百万円 

評価性引当額           169 百万円 

繰延税金資産合計        1,051 百万円 

繰延税金負債 

前払年金費用          104 百万円 

その他              0 百万円 

繰延税金負債合計          104 百万円 

繰延税金資産（負債）の純額     946 百万円  
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式第 3号（第 25 条第 1 項関係） 
 





別紙様式第1号（第25条第1項関係）

令和7年度

コザ信用金庫

令和　8年　3月 31日まで

令和　7年　4月　1日から

第 72期

剰 余 金 処 分 案



 

 剰余金処分案  

 

                   第72期（       ） 

 
金　　　　　　　　　　　　　　　額

803,194,497  

722,636,734  

利 益 準 備 金 2,830,075  

普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金 （年　2 　%） 19,806,659  

特 別 積 立 金 700,000,000  

80,557,763  

科　　　　　　　　　　　　　目

当 期 未 処 分 剰 余 金

繰 越 金 （ 当 期 末 残 高 ）

剰 余 金 処 分 額

円

 

 

令和 7年 4月  1日から 
令和  8年 3月 31日まで 



別紙様式第1号（第25条第1項関係）

令和7年度

コザ信用金庫

令和　8年　3月 31日まで

令和　7年　4月　1日から

第 72期

附 属 明 細 書



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式第 4号（第 25 条第 1 項関係） 
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（3）経費 
（単位：千円） 

1,737,926

1,414,416

108,855

214,654

1,011,011

407,490

（う ち 旅 費 ・ 交 通 費） ( 5,964 )

（う ち 通 信 費） ( 22,687 )

（う ち 事 務 機 械 賃 借 料） ( 5,744 )

（う ち 事 務 委 託 費） ( 285,084 )

205,668

（う ち 土 地 建 物 賃 借 料） ( 102,210 )

（う ち 保 全 管 理 費） ( 93,164 )

118,254

（う ち 広 告 宣 伝 費） ( 65,431 )

（うち交際費･寄贈費･諸会費） ( 33,573 )

27,533

214,473

37,590

149,459

2,898,398

そ の 他

事 業 費

固 定 資 産 費

合　　　　　　　計

税 金

人 事 厚 生 費

減 価 償 却 費

そ の 他

事 務 費

物 件 費

金　　　　　　　　　　　　　額

人 件 費

報 酬 給 料 手 当

退 職 給 付 費 用

区　　　　　　　分

 
  

 

 

 

（4）子会社等に対する出資 
（単位：百万円） 

当　期　首　残　高 当　期　末　残　高 当該子会社等

会　社　名 議　決 取　得 帳　簿 議　決 取　得 帳　簿 の有する当庫

権　数 原　価 価　額 権　数 原　価 価　額 の出資口数

該当なし ( )

 ( )

 ( )

 ( )

合　　　計 ( )

当期増減(△)高

口
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（5）子会社等に対する金銭債権 
 

（単位：百万円） 

会　　社　　名 当　期　首　残　高 当　期　末　残　高 当 期 増 減 （△） 高

該当なし

 

 

 

合　　　　　計
  

  

 

 

 

 

（6）子会社等に対する金銭債務 
 

（単位：百万円） 

会　　社　　名 当　期　首　残　高 当　期　末　残　高 当 期 増 減 （△） 高

該当なし

 

 

 

合　　　　　計
  

 

 

 

 

 

（7）その他重要な事項 
 
  

 特記事項なし。 

 

 

2．業務報告に関する事項 
（1）役員等の兼職等（当年度末現在） 

 

役　職　名 氏　　　名 兼職法人名又は兼業事業名 兼職等先での役職名 摘　　　　要

該当なし
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（2）役員等又は役員等の兼職等先との間の取引状況（当年度末現在） 
①役員等との間の取引状況 

（単位：百万円） 

役 職 名 氏    名 貸 出 金 当期増減（△）高 債務の保証又は裏書 当期増減（△）高

該当なし

  
  

 

 

 

 

②役員等の兼職等先との間の取引状況 

（単位：百万円） 

兼 職 等 先 名 貸  出  金 当期増減（△）高 債務の保証又は裏書 当期増減（△）高

該当なし

 

 

 
  

  

 

 

 

 

  

 

（3）役員に対する報酬 
 

（単位：千円） 

区　　　　分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額

理　　　　　　事 84,624 91,000

監　　　　　　事 15,912 16,000

合　　　　計 100,536 107,000
  

  

 

 

 

（4）その他の重要な事項 
  

  特記事項なし。 
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